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(57) Abstract: A n object detection process i s per
formed in such a manner that: a peak signal indi
cating the differential frequency between a trans
port signal, the frequency of which changes in a
given period, and a received signal obtained b y
receiving that reflected version of the transmitted
wave based on the transport signal which i s r e
flected by an object i s acquired during each o f a
first interval when the frequency o f the transport
signal rises and a second interval when the ：fre
quency o f the transport signal falls; and the peak
signal acquired during the first interval i s paired
with the peak signal acquired during the second
interval, thereby detecting a detection point that
i s a reflection point o f the object related t o the
peak signals. Data, which indicates past detection
points that are the detection points detected in the
past object detection processes, and a counter val
ue, which indicates the possibilities o f existences
o f the past detection points, are stored in a storing
means. I t i s determined whether the past detection
points have a continuity with a current detection
point that i s the detection point detected in the
latest object detection process. The counter value,
which i s related t o the past detection points hav
ing proved, ：from that determination, t o have n o

continuity with the current detection point, i s subjected to a subtraction. I f the counter value becomes less than a first threshold
value, then the data indicating the past detection points related to the counter value i s deleted form the storing means. Any detec
tion points, each o f which has possioly been detected as the result o f an erroneous pairing o f the peak signals acquired during the
first and second intervals, are determined as particular detection points. A first value i s subtracted ：from the counter value related
to the past detection points, and a second value, which i s different fi"om the first value, i s subtracted from the counter value related
to the particular detection points.
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所 定 周 期 で 周 波 数 が 変 わ る 送 信 信 号 と 、 該 送 信 信 号 に 基 づ く 送 信 波 の 物 体 で の 反 射 波 を 受 信 し た 受 信

信 号 と の 差 分 周 波 数 を 示 す ピ ー ク 信 号 を 前 記 送 信 信 号 の 周 波 数 が 上 昇 す る 第 1 期 間 と 周 波 数 が 下 降 す る

第 2 期 間 の 各 々 に つ い て 取 得 し 、 前 記 第 1 期 間 で 取 得 さ れ た 前 記 ピ ー ク 信 号 お よ び 前 記 第 2 期 間 で 取 得

さ れ た 前 記 ピ ー ク 信 号 を ペ ア リ ン グ す る こ と で 前 記 ピ ー ク 信 号 に 係 る 物 体 の 反 射 点 で あ る 検 知 点 を 検 出

す る 物 体 検 出 処 理 を 行 な う 。 過 去 の 前 記 物 体 検 出 処 理 に お い て 検 出 さ れ た 前 記 検 知 点 で あ る 過 去 検 知 点

を 示 す デ ー タ と 、 前 記 過 去 検 知 点 に つ い て の 存 在 の 可 能 性 を 示 す カ ウ ン タ 値 と を 記 憶 手 段 に 記 憶 す る 。

前 記 過 去 検 知 点 が 、 直 近 の 前 記 物 体 検 出 処 理 に お い て 検 出 さ れ た 前 記 検 知 点 で あ る 現 在 検 知 点 と の 連 続

性 を 有 し て い る か の 判 定 を 行 な う 。 前 記 判 定 に よ リ 前 記 現 在 検 知 点 と の 連 続 性 を 有 し て い な い と 判 定 さ

れ た 前 記 過 去 検 知 点 に 係 る 前 記 カ ウ ン タ 値 を 減 算 す る 。 前 記 カ ウ ン タ 値 が 第 1 の 閾 値 を 下 回 つ た 場 合

に 、 該 カ ウ ン タ 値 に 係 る 前 記 過 去 検 知 点 を 示 す デ ー タ を 前 記 記 憶 手 段 か ら 削 除 す る 。 前 記 第 1 期 間 で 取

得 さ れ た 前 記 ピ ー ク 信 号 と 前 記 第 2 期 間 で 取 得 さ れ た 前 記 ピ ー ク 信 号 を 誤 っ て ペ ア リ ン グ し て 検 出 さ れ

た 可 能 性 の あ る 前 記 検 知 点 を 特 定 検 知 点 と し て 特 定 す る 。 前 記 過 去 検 知 点 に 係 る 前 記 カ ウ ン タ 値 か ら は

第 1 の 値 が 減 算 さ れ 、 前 記 特 定 検 知 点 に 係 る 前 記 カ ウ ン タ 値 か ら は 前 記 第 1 の 値 と 異 な る 第 2 の 値 が 減

算 さ れ る 。



明 細 書

発明の名称 ：

信号処理装置、レーダ装置、車両制御システム、および信号処理方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、送信波と受信波の情報に基づいて、物体を検出する技術に関す

る。

背景技術

[0002] レーダ装置を用いて物体を検出する場合、送信波から得られる送信信号と

、受信波から得られる受信信号とをミキシングして両者の周波数差により検

出されるピーク信号から物体の相対距離と相対速度を検出する。ここで、ピ

—ク信号とは一定値以上の信号強度を有する周波数スぺク卜ラムをいう。

[0003] また、 F M —C W方式に基づく物体検出の場合、送信信号と受信信号のそ

れぞれのァップ区間とダウン区間からピーク信号を抽出して、アツプ区間と

ダウン区間のピーク信号同士を組み合わせて、物体の相対距離と相対速度の

パラメータを有する検知点を検出する。ここで、ピーク信号同士の組み合わ

せは、レーダ装置を備えた車両の速度、ピーク信号の信号強度、および角度

の情報により決定される。そして、検出された検知点が過去に検出された過

去検知点と同じ物体の検知点であり、この検知点が複数回連続的に検出され

たか否かを判定する連続性判定処理の結果、所定回数以上連続的に検出され

た場合に最新の検知点のデータをレーダ装置内のメモリに記録 している。

[0004] そして、連続的に検出されていた検知点が検出されなくなった場合でも、

その後すぐにメモリから検知点のデータを削除するのではなく、検出されな

くなる直近の検知点の位置や速度の情報から所定の位置に存在するものと仮

定して検知点のデータを更新する外揷処理を行っている （例えば、曰本国特

許出願公開 2 0 0 4 — 5 3 6 1 号公報を参照）。そして、外揷処理により

更新 した検知点に対応する検知点が次の走査で検出されれば、外揷処理によ

り更新された検知点のデータをこの対応する検知点のデータに上書きして最



新の検知点データとしてメモリに記録する処理を行っている。そして、外揷

処理を行った検知点データは車両制御の対象として車両制御装置に出力され

る。

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0005] しかしながら、アップ区間のピーク信号とダウン区間のピーク信号の組み

合わせを間違えた （ミスペアリングした）検知点に対して外揷処理を行なつ

て検知点データとして継続的にデータを車両制御装置に出力すると、本来存

在しなぃ検知点に基づいて不適切な車両制御を行なう可能性がある。

[0006] 本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、ピーク信号の組み合わせ

を誤って検出された可能性のある検知点デ一タを適切に処理することを目的

とする。

課題を解決するための手段
[0007] 上記課題を解決するため、本発明によれば、以下に列挙するものが提供さ

れ得る。

( 1 ) ：所定周期で周波数が変わる送信信号と、該送信信号に基づく送信

波の物体での反射波を受信した受信信号との差分周波数を示すピーク信号を

前記送信信号の周波数が上昇する第 1期間と周波数が下降する第 2 期間の各

々について取得し、前記第 1期間で取得された前記ピーク信号および前記第

期間で取得された前記ピーク信号をペアリングすることで前記ピーク信号

に係る物体の反射点である検知点を検出する物体検出処理を行なう信号処理

装置であって、

過去の前記物体検出処理において検出された前記検知点である過去検知点

を示すデータと、前記過去検知点についての存在の可能性を示すカウンタ値

とを記憶する記憶手段と、

前記過去検知点が、直近の前記物体検出処理において検出された前記検知

点である現在検知点との連続性を有しているかの判定を行なう判定手段と、

前記判定手段により前記現在検知点との連続性を有していないと判定され



た前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値 を減算する減算手段 と、

前記 カウンタ値が第 1 の閾値 を下回 った場合 に、該 カウンタ値 に係 る前記

過去検知点を示すデータを前記記憶手段か ら削除する削除手段 と、

前記第 1 期間で取得 された前記 ピーク信号 と前記第 2 期間で取得 された前

記 ピーク信号 を誤 ってペ ア リング して検 出された可能性のある前記検知点を

特定検知点 と して特定する特定手段 とを備 え、

前記減算手段 は、前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値か ら第 1 の値 を減

算 し、前記特定検知点に係 る前記 カウンタ値か ら前記第 1 の値 と異なる第 2

の値 を減算することを特徴 とするもの。

[0008] ( 2 ) ： ( 1 ) に記載の信号処理装置 において、前記第 2 の値 は、前記第

の値 よ りも大 きい値 とすることを特徴 とするもの。

[0009] ( 3 ) ： ( 1 ) または （2 ) に記載の信号処理装置 において、

前記判定手段 によ り前記現在検知点 との連続性 を有すると判定された前記

過去検知点に係 る前記 カウンタ値 を加算する加算手段 と、

前記加算手段 によ り加算 された前記 カウンタ値が前記第 1 の閾値 よ りも値

の大 きい第 2 の閾値以上の場合 に、 当該 カウンタ値 に係 る前記検知点の情報

を含む と共 に車両が備 える装置 を制御するために用い られる物体データを出

力する出力手段 とをさ らに備 え、

前記減算手段 は、前記 カウンタ値が前記第 2 の閾値以上 とな つた前記特定

検知点が前記現在検知点 との連続性 を有 していないと前記判定手段 によ り判

定された場合 に、前記特定検知点に係 る前記 カウンタ値が前記第 1 の閾値 を

下回るまで複数回にわた って当該 カウンタ値 を減算することを特徴 とするも

の。

[001 0] ( 4 ) ： ( 1 ) 乃至 （3 ) のいずれかに記載の信号処理装置 と、前記送信

波 を出力する送信手段 と、前記反射波 を受信する受信手段 と、 を備 える レー

ダ装置。

[001 1] ( 5 ) ：車両 に搭載 される （4 ) に記載の レーダ装置 と、前記車両が備 え

る装置 を制御する車両制御装置 と、 を備 えることを特徴 とする車両制御 シ ス



テム。

[001 2] ( 6 ) ：所定周期で周波数が変わる送信信号と、該送信信号に基づく送信

波の物体での反射波を受信 した受信信号との差分周波数を示すピーク信号を

前記送信信号の周波数が上昇する第 1期間と周波数が下降する第 2 期間の各

々について取得 し、前記第 1期間で取得された前記ピーク信号および前記第

期間で取得された前記ピーク信号をペアリングすることで前記ピーク信号

に係る物体の反射点である検知点を検出する物体検出処理を行なう信号処理

方法であって、

過去の前記物体検出処理において検出された前記検知点である過去検知点

を示すデータと、前記過去検知点についての存在の可能性を示すカウンタ値

とを記憶手段に記憶 し、

前記過去検知点が、直近の前記物体検出処理において検出された前記検知

点である現在検知点との連続性を有 しているかの判定を行ない、

前記判定により前記現在検知点との連続性を有 していないと判定された前

記過去検知点に係る前記カウンタ値を減算 し、

前記カウンタ値が第 1 の閾値を下回った場合に、該カウンタ値に係る前記

過去検知点を示すデータを前記記憶手段から削除 し、

前記第 1期間で取得された前記ピーク信号と前記第 2 期間で取得された前

記ピーク信号を誤ってペアリングして検出された可能性のある前記検知点を

特定検知点として特定 し、

前記過去検知点に係る前記カウンタ値からは第 1 の値が減算され、前記特

定検知点に係る前記カウンタ値からは前記第 1 の値と異なる第 2 の値が減算

されることを特徴とするもの。

発明の効果

[001 3] 上記 （1 ) 乃至 （6 ) の構成によれば、過去検知点が特定検知点に特定さ

れた過去検知点か他の過去検知点かに応 じてメモリからの削除のタイミング

を調整できる。

[0014] また、特に （2 ) の構成によれば、 ピーク信号を誤ってペアリングして検



出された可能性のある特定検知点を他の過去検知点よりも早 く記憶手段から

削除できる。

[001 5] さらに、特に （3 ) の構成によれば、特定検知点に係る物体データが出力

された場合は、 ピーク信号の組み合わせを誤ったペアリングで検出された可

能性があっても、す ぐには記憶装置から特定検知点のデータを削除せず、 ピ

—ク信号の組み合わせが誤 りか否かを複数回の処理の後に判断することで、

特定検知点のペアリングの正誤を判定できる。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 車両全体を模式的に示す斜視図である。

[ 図2] 図 1 における車両制御システムを示すプロック図である。

[ 図3] F M _ C W 方式に基づ く物体検出処理における F M _ C W信号とビ一 卜

信号を示す図である。

[ 図4 ]物体検出処理の詳細を示すフローチヤ一 卜である。

[ 図5] 図 4 における静止物 ピークマツプ生成処理の詳細を示すフローチヤ一 卜

である。

[ 図6]物体検出処理における検知点検出の具体例を示す図である。

[ 図7] 図 5 におけるピ一ク信号の検出処理の詳細を示す図である。

[ 図8] 図 5 における静止物の検知点を構成するピーク信号のマップへの分類処

理を示す図である。

[ 図9] 図 4 における連続性判定処理の詳細を示すフローチヤ一 卜である。

[ 図 10 ] 図 9 の連続性判定処理における検知点のカウンタ値の推移を示す図で

ある。

[ 図 11] 図 4 におけるペアリング正誤判定処理の詳細を示すフローチヤ一 卜で

ある。

[ 図 12] 図 1 1 における対向車の検知点のマップへの分類を示す図である。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以下では、本発明の実施形態について図面を参照 して説明する。

[001 8 ] < 1 . 構成>



< - . 車両全体図>

図 1 に示 され るように、車両 1 には本実施形態の車両制御 システムである

レーダ装置 2 と、車両制御部 3 とが備 え られている。 レーダ装置 2 は車両前

方の フ ロ ン 卜部分 に設 け られている。 レーダ装置 2 は走査範 囲 R E の範 囲を

走査 して、車両 1 と物体 との相対距離、 および相対速度 を算 出するとともに

、車両 1 か らみた物体の角度 を算 出する。 なお、 レーダ装置 2 の搭載位置 は

車両前方の フ ロ ン 卜部分 に限 らず、車両 1 の後方や側方でもよい。

[001 9] 車両制御部 3 は、 レーダ装置 2 か ら出力 された物体データに基づいて車両

1 が備 える装置 を制御 する。車両制御部 3 による制御 の例 と しては、以下の

図 2 で説明するブ レーキ 4 0 や ス ロッ トル 4 1 な どの装置 を制御 して、前方

の車両 に追従 して走行する場合の ブ レーキ制御や アクセル制御、警報器 4 2

を制御 して衝突危険性 のある場合の警告表示、 および ブ レーキ 4 0 を制御 し

て行な うブ レーキ制御 がある。 また、衝突時 にシー トベル トによ り乗員 を座

席 に固定 して衝撃 に備 えた り、へ ッ ドレス 卜を固定 して乗員の身体へのダメ

- ジを軽減 する制御 も行な う。

[0020] < - . シ ス テ ム プロック図>

図 2 は車両制御 システムの プロック図である。車両制御 システム 1 0 は、

レ一ダ装置 2 と車両制御部 3 とが電気的に接続 して構成 されている。 また、

車両制御 システム 1 0 の車両制御部 3 は、車速セ ンサ 3 0 、 ステ ア リングセ

ンサ 3 、 および ョ一 レ一 卜セ ンサ 3 2 な どの車両 1 に設 け られ る各種 セ ン

ザ と電気的に接続 されている。 さ らに、車両制御部 3 は ブ レーキ 4 0 、 ス ロ

ッ トル 4 、 および警報器 4 2 な どの車両 1 に設 け られ る各種装置 と電気的

に接続 されている。

[0021 ] レーダ装置 2 は、信号処理部 1 1 (本発 明の信号処理装置）、変調部 1 2

、 V C O (Vo ltage Cont r o LLed Osc i LLat i on) 1 3 、方 向性結合器 1 4 、平

面 アンテナ 1 5 、 ミキサ 1 6 、 フィル タ 1 7 、 A / D (Ana Log/D i g i t a L) 変

換部 1 8 、 モ ータ駆動部 1 9 、 モ ータ 2 0 、 およびエ ン コーダ 2 1 を備 える

。 なお、平面 アンテナ 1 5 は送信 アンテナ 1 5 a 、 および受信 アンテナ 1 5



b より構成されている。 また、以下に述べる実施の形態では、 レーダ装置 2

のアンテナ走査方式をアンテナを所定の方向に駆動させるメカスキャン方式

として説明を行なうが、アンテナを駆動させずに物体の方向推定に D B F (D

i g i t a L Beam Form i ng) などの方式を採用する電子スキャン方式についても本

発明は適用できる。

[0022] レーダ装置 2 による車両制御は、信号処理部 1 1 か らの信号に基づき、変

調部 1 2 が予め定め られた周波数帯の変調信号を生成する。 この変調信号は

V C O 3 により送信信号に変換され、方向性結合器 1 4 を介 して送信波 と

して送信アンテナ 1 5 a (本発明の送信手段）か ら出力される。

[0023] 平面アンテナ 1 5 か ら出力された送信波は物体にあたって反射 し、反射波

として受信アンテナ 1 5 b (本発明の受信手段）に受信される。 この受信さ

れた反射波 と発振信号は方向性結合器 1 4 を介 して、 ミキサ 1 6 でミキシン

グされる。

[0024] 送信信号 とミキシングされた受信信号は、物体か らの相対距離や相対速度

の情報を含む ビ一 卜信号であ り、 フィルタ 1 7 によりフィルタ リングされ、

レーダ装置 2 を備えた車両 1 か ら物体までの相対距離や相対速度の情報を含

む帯域の ビ一 卜信号が検出される。

[0025] フィルタ 1 7 により所定の周波数帯にフィルタ リングされた ビー ト信号は

、 A / D 変換部 1 8 によりアナログ信号か らデジタル信号に変換された後、

信号処理部 1 1 に入力される。

[0026] また、 レーダ装置 2 は平面アンテナ 1 5 を所定の角度範囲で走査させる。

平面アンテナ 1 5 の角度は、 レーダ装置 2 を車両 1 の前方のバ ンパー部分に

備え、前方車両が車両 1 の真正面に位置 している場合に、平面アンテナ 1 5

のアンテナ面が車両 1 の進行方向と垂直の状態にある場合を 0 度 とする。例

えば、平面アンテナ 1 5 は 0 度の状態か ら左右にそれぞれ 1 5 度ずつ走査す

る。 この平面アンテナ 1 5 の走査はモータ駆動部 1 9 とモータ 2 0 を用いて

行われ、平面アンテナ 1 5 の走査に伴 うエンコーダ 2 1 の図示 しないス リツ

卜の通過数 と通過方向の情報を信号処理部 1 1 へ出力する。



[0027] 信号処理部 1 1 にはレーダ装置 2 の各部の制御と、車両制御部 3 とのデー

夕の送受信を行なう場合に情報処理を行なうC P U 1 1 a と、C P U 1 1 a

の処理に用いられるプログラムなどが格納されているメモリ 1 1 b とが備え

られている。C P U 1 a の各種の機能は、このプログラムを実行すること

で実現される。そして、信号処理部 1 1 はA / D変換部 1 8 から出力された

信号に基づいて、車両 1 からの物体の相対距離や相対速度を検出する （物体

検出処理）。また、エンコーダ 2 1 から出力される情報により車両 1 からの

物体の角度を検出する。このように送信信号と受信信号に基づいてレ一ダ装

置 2 で検出される物体の反射点を検知点という。

[0028] さらに、信号処理部 1 1 は直近の物体検出処理において検出された検知点

である現在検知点と過去検知点との連続性判定を行なう （本発明の判定手段

) 。信号処理部 1 1 は、この連続性判定により現在検知点との連続性が確認

できた過去検知点に係るカウンタ値を加算する （本発明の加算手段）。そし

て、カウンタ値の加算により予め設けられた物体データを出力するデータ出

力閾値 （本発明の第 2 の閾値）以上となった現在検知点は、信号処理部 1 1

から車両制御部 3 に出力される物体データの構成要素として構成される。

[0029] また信号処理部 1 1 は、現在検知点との連続性が確認できない過去検知点

に係るカウンタ値を減算する処理を行なう （本発明の減算手段）。カウンタ

値は後述するカウンタ 1 0 1 a により加算または減算される値で検知点の存

在可能性を示すものであり、 1 回以上カウンタ値がデータ出力閾値以上とな

ればその検知点で構成される物体データが存在するものとして、信号処理部

1 1 から車両制御部 3 に物体データを出力する （本発明の出力手段）。

[0030] そして、車両制御部 3 へのデータ出力が 1 回以上行われたカウンタ値が物

体データを出力するデータ出力閾値よりも低い値のデータ削除閾値 （本発明

の第 1 の閾値）を下回った場合に、信号処理部 1 1 は対象の過去検知点のデ

—タをメモリ 1 1 b から削除する （本発明の削除手段）。

[0031 ] なお信号処理部 1 1 は、ピーク信号の組み合わせが誤ったペアリングで検

出された可能性のある検知点である特定検知点を特定する （本発明の特定手



段）。後述するように現在検知点との連続性が確認できない過去検知点の減

算されるカウンタ値は、ピーク信号の組み合わせが正しいとされたペアリン

グで検出された検知点 （以下 「一般検知点」ともいう）と、特定検知点とで

は異なるように設定されており、それぞれの減算するカウンタ値を変更する

こともできる。これにより、過去検知点が特定検知点か他の過去検知点 （一

般検知点）かに応じてメモリ1 1 b からの削除のタイミングを調整できる。

[0032] また、現在検知点との連続性が確認できない過去検知点のうち、 1度もデ

—タ出力閾値以上となっていない （データ出力閾値未満の）過去検知点は、

データ削除閾値を下回ったか否かにかかわらず、過去の物体検出処理の後の

直近の物体検出処理で検出されていない場合は、メモリ1 1 b から削除され

る。このように、 1度でもデータ出力閾値以上となった過去検知点は存在の

可能性が高いため、複数回の物体検出処理を行なっても検出されていない場

合に対象の過去検知点データがメモリ1 1 b から削除される。データ出力閾

値を下回っている過去検知点は存在の可能性が低いため、直近の物体検出処

理で検出されなければ、対象の過去検知点のデータがメモリ1 1 b から削除

される。

[0033] なお、検知点はそのパラメータ値として、相対距離、相対速度、および角

度を有しており、物体データは構成された検知点の相対距離、相対速度、お

よび角度のパラメータ値を有する。

[0034] カウンタ 1 0 1 a はC P U 1 a の内部に設けられており、信号処理部 1

により連続性の判定処理で直近の物体検出処理において検出された検知点

である現在検知点と過去検知点との連続性が確認できた過去検知点の力ゥン

タ値を加算する。

[0035] また、過去検知点が次の物体検出処理で現在検知点として検出されない場

合は、過去検知点のカウンタ値を減算する。また、本実施の形態ではカウン

タ 1 0 1 a はC P U 1 1 a の内部に設けられる構成としたが、それ以外の位

置 （例えば、信号処理部 1 1内部またはレーダ装置 2 内部など）に設けても

よい。



[0036] また、信号処理部 1 1 のメモリ1 1 b は過去検知点を示すデータ （車両 1

と検知点の情報を用いて構成される物体との相対距離、相対速度、及び、角

度 （横位置）の情報）と過去検知点についてのカウンタ値を記憶 している （

本発明の記憶手段）。メモリ1 1 b は複数の検知点のデータと、検知点それ

ぞれのカウンタ値を記憶 しており、連続性判定の結果に応 じて、検知点のデ

—タおよびカウンタ値が更新される。

[0037] 信号処理部 1 1 と電気的に接続されている車両制御部 3 はC P U 3 a とメ

モリ3 b とを備えており、C P U 3 a は車両 1 の各部の制御と、信号処理部

1 1 とのデータの送受信を行なう際に情報処理を行なう。また、メモリ3 b

はC P U 3 a の処理に用いられるプログラムが格納されており、さらに、信

号処理部 1 1 から送信された物体データも格納されている。またC P U 3 a

の各種機能は、このプログラムを実行することで実現される。

[0038] この車両制御部 3 にはブレーキ4 0 、スロットル 4 1、および警報器 4 2

が電気的に接続されており、物体デ一夕に応 じてこれらを制御することで、

車両 1 の動作が制御される。例えば、警報器 4 2 は車両 1 と物体との距離が

接近 している場合に警報を発 してュ一ザ一である ドライバ一に異常を報知す

る。また、車両 1 と物体とが衝突する可能性がある場合は、ブレーキ4 0 を

作動させて車両 1 の速度を低下させたり、スロットル 4 を絞って、ェンジ

ンの回転数を低下させる。

[0039] さらに、車両制御部 3 には車両 1 の速度を検出する車速センサ 3 0 、ステ

ァリングホイールの操舵角を検出するステアリングセンサ 3 1、および車両

1 の旋回速度を検出するョ一レ一 卜センサ 3 2 が接続されている。なお、ス

テアリングセンサ 3 1 とョ一レ一 卜センサ 3 2 の両方を使用することで、ス

テアリング操作に応 じた車両 1 の旋回方向、および車両 1 の旋回速度を検出

することが可能となる。そのため、両方のセンサを備えていることが好まし

いが、ステア りングセンサ 3 またはョ一レ一 卜センサ 3 2 のどちらか一方

でも車両 1 の旋回方向を検出することは可能である。

[0040] また、平面アンテナ 1 5 にて送受信される送信波および受信波は、電波、



レーザ、 また は、超 音波 な どの信 号 であ り、平 面 ア ンテ ナ 1 5 か ら送信 され

、物 体 にあた って はね返 り、 反射波 と して受信 す る ことで、物 体 デ ー タを検

出で きるものであれ ば よい。

[0041 ] さ らに、 本実施形 態 で は ア ンテ ナ を平 面 ア ンテ ナ 1 5 と して い るが、 送信

波 を出力 し、 送信 波 の物 体 か らの反射波 を受信 可能 な ア ンテ ナであれ ば、平

面 ア ンテ ナ 1 5 以 外 に レンズ ア ンテ ナ、 また は、 反射鏡 ア ンテ ナ等 であ って

もよい。 また、 送信 ア ンテ ナ 1 5 a と受信 ア ンテ ナ 1 5 b とを別 々の構成 と

して述べ て い るが、 1 つの ア ンテ ナで送信、 お よび受信 の両方 を行 な うこと

がで きる送 受信 兼 用 の ア ンテ ナ を用 いて もよい。

[0042] < 2 . 処理 >

< 2 - . F M — C W の信 号処理 >

次 に、物 体検 出処理 において用 い られ る信 号処理 の一例 と して F M — C W

(Frequency Modu lated Cont i nuous Wave) の力 式 【こっ し、て 兌明す る。 な お、

本実施形 態 で は、 F M — C W の方 式 を例 に説 明 を行 な うが、 ア ップ区間 とダ

ゥ ン区間の よ うな複数 の 区間 を組 み合 わせ て物 体 デ ー タを算 出す る方 式 であ

れ ば、 この方 式 に限定 され な い。

[0043] また、 下記 に記載 の数 式や 図 3 に示 す F M — C W 信 号 と ビ一 卜信 号 につ い

ての各記号 は以 下 に示 す ものであ る。 f b ：ビ一 卜周波数、 f s ：周波数、 f

r ：距離 周波数、 f U P ：ア ップ区間の距離 周波数、 f d n ：ダ ウ ン区間の距離 周

波数、 f d ：速度 周波数、 f 。：送信 波 の 中心 周波数、 △ f ：周波数偏移 幅、

f m ：変調 波 の繰 り返 し周波数、 C ：光速 （電波 の速度 ）、 T ：物 体 までの電

波 の往復 時 間、 R : 物 体 までの距離、 V ：物 体 との相 対速度、 S : 横 位 置。

[0044] 図 3 の上 図 には F M — C W の送信信 号 お よび受信信 号 の信 号波形 を示 す。

また、 図 3 の下 図 には送信信 号 と受信信 号 との差 分周波数 によ り生 じる ビ一

卜周波数 を示 す。 図 3 の上 図 において横軸 は時 間、縦軸 は周波数 を示 して い

る。 同図 中、 実線 で示 す送信信 号 は、 所 定周期 で周波数 が変 わ る性 質 を有 し

て お り、 周波数 が上昇 す るア ップ区間 と、 所 定 の周波数 まで上昇 した後 に所

定 の周波数 まで下降 す るダ ウ ン区間があ る。 そ して、 送信信 号 は、 所 定 の周



波数 まで下降 した後に再度所定の周波数 まで上昇をするように一定の変化を

繰 り返す。 また、送信信号は物体にあたって反射 した後に受信され、同図の

破線で示すような受信信号 となる。受信信号についても送信信号 と同 じよう

にアップ区間とダウン区間が存在する。なお、本実施形態で用いられる周波

数帯の例 としては 7 6 G H z 帯の周波数があげられる。

[0045] また、車両 1 と物体 との距離に応 じて、送信信号に比べて受信信号に時間

的な遅れ （T = 2 R / C ) が生 じる。さらに、車両 1 と物体 との間に速度差

を有する場合は、送信信号に比べて受信信号が周波数 f s の軸に平行にシフ

卜する。 この ドップラーシフ ト分が f d となる。

[0046] 図 3 の下図においては、横軸を時間、縦軸をビ一 卜周波数 として、数 1 に

基づいて ビ一 卜周波数を算出するものである。

[0047] [ 数 1]

f f ± (4-Af-f /C)R+ ( 2 f /C)V

なお、数 1 に示されるビ一 卜信号を後述する F F T 処理することで、周波

数スぺク トルを検出する。 この検出された周波数スぺク トルの中か ら所定の

閾値を超えた周波数スぺク トルをピーク信号 として検出 し、 この ピーク信号

に対 して後述する処理を行なうことで車両 1 と物体 との相対距離、相対速度

、および角度を算出する。

[0048] < 2 - 2 . 物体検出処理>

図 4 に物体検出処理の詳細を示す。先ず、送信信号 と受信信号 とをミキシ

ングすることにより生 じるビ一 卜信号をA / D 変換部 1 8 によりA / D 変換

して、信号処理部 1 1 に取 り込み、信号処理部 1 1 によりビ一 卜信号に F F

T (Fast Four i e r Transform ：高速フ一 リエ変換）処理を施す （ステ ップS

1 0 1 ) 。

[0049] F F T 処理を施された ビ一 卜信号は周波数スぺク トル として検出される。

一般に物体の周波数スぺク トルは、相対的にノイズなどの周波数スぺク トル

よりもパワー レベルが大きいので、所定のパワー レベルに設けられている閾

値を超えた周波数スぺク トルをピーク信号 として抽出する （ステ ップS 0



2 ) 。

[0050] 次 に、アンテナの角度 ごとに抽出された ピーク信号について車両 1 の速度

、 ピーク信号の信号強度、および ピーク信号の角度の情報に基づいて、複数

の ピーク信号が 1 つのグループとしてグルー ピングされる （ステ ップS 1 0

3 ) 。 その結果、 1 または複数の ピーク信号を含んだ複数のグループがアツ

プ区間とダウン区間のそれぞれに生成される。 ここで、 グルー ピング処理は

物体の所定の反射範囲か ら受信 した受信信号が、反射範囲を構成する角度 ご

との ピーク信号 として検出され、 この角度 ごとの ピーク信号で構成される 1

グループを 1 つの反射点の検出点として処理するものである。

[0051 ] そ して、ステ ップS 1 0 4 ではアップ区間に生成された複数のグループと

、ダウン区間に生成された複数のグループとの ピーク信号同士をステ ップS

1 0 5 の処理でペア リングする対象のうち、静止物の検知点を構成するピ一

ク信号の位置を車両 1 の周辺領域に相当するマツプにおける複数の領域のい

ずれかに分類するピーク信号分類処理を行なう （ステ ップS 1 0 4 ) 。

[0052] ここで、静止物の検知点とは、たとえば車両 1 が 4 0 k m / h で対象の物

体に接近 した場合、車両 1 か らみればその物体が 4 0 k m / h の速度で接近

してきているようにみえる静止物の検知点であ り、時間の経過による位置の

変化が伴わない検知点である。

[0053] なお、ステ ップS 1 0 4 の静止物 ピークマップ生成の詳細な説明について

は、後に図 5 か ら図 8 の図面を用いて詳細に説明する。

[0054] 図 4 のステ ップS 1 0 4 の処理の後、ステ ップS 1 0 5 のペア リング処理

を行なう。 このペア リング処理は、アップ区間に生成された複数のグループ

と、ダウン区間に生成された複数のグループの ピーク信号同士を、車両 1 の

速度、 グルー ピングされた ピーク信号の信号強度、およびグルー ピングされ

た信号の角度の情報に基づいて組み合わせる処理である （ステ ップS 1 0 5

) 。 このペア リング処理により、物体か らの相対距離、相対速度、および角

度のパラメータを有 した検知点が検出される。

[0055] そ して、直近の物体検出処理において検出された検知点である現在検知点



が過去の物体検出処理において検出された過去検知点とが連続 した検知点で

あり、検知点が連続的に検出されているか否かを導出する連続性判定処理を

行なう （ステップS 1 0 6 ) 。なお、このステップS 0 6 の連続性判定の

処理については、図 9 および図 1 0 を用いて詳細に説明する。

[0056] 連続性判定の結果、検知点が連続的に検出されたか否かに応 じて、その値

が加算または減算されるカウンタ値を対応 した検知点データとともにメモリ

1 b に記録する （ステップS 1 0 7 ) 。そして、対象の検知点が連続 して

3 回以上検出されている場合 （連続性 2 回以上の場合） （ステップS 0 8

がY e s ) はステップS 1 0 に進み、対象の検知点のカウンタ値がデータ

出力閾値以上か否かを導出する （ステップS 1 1 0 ) 。

[0057] ステップS 1 0 8 に戻って、検知点が初めて検出された新規の検知点の場

合 （連続性 0 回の場合）、または、前回初めて検出されて、今回も検出され

た検知点の場合 （連続性 1 回の場合） （ステップS 0 8 が N o ) は、検知

点が移動物の検知点か否かを導出する （ステップS 1 0 9 ) 。

[0058] 移動物の検知点か否かは、検出された検知点の車両 1 との相対速度で判定

でき、移動物の検知点でない場合 （静止物の検知点の場合） （ステップS 1

0 9 が N o ) は、車両 1 のA C C が0 F F 状態か否かを導出して （ステップ

S 1 1 6 ) 、車両 1 のA C C が0 F F 状態の場合 （ステップS 1 6 がY e

s ) は、処理を終了する。また、車両 1 のA C C が0 F F 状態でない場合 （

ステップS 6 がN o ) は、ステップS 0 の処理へ戻り、走査による

検知点の検出を行なう。

[0059] 次にステップS 1 0 9 に戻って、検知点が移動物の検知点の場合 （ステツ

プS 0 9 が丫 6 5 ) は、ペアリング正誤判定 （ステップS 1 1 5 ) の処理

を行なう。

[0060] ステップS 1 5 のペアリング正誤判定処理では、上記のように移動物の

検知点を判定の対象としている。ここで、移動物の検知点とは、ステップS

1 0 5 までの処理で検出された検知点のうち、たとえば車両 1 が4 0 k m/

h で対象の物体に接近 した場合、車両 1 からみればその検知点が 7 0 k m/



h の速度で接近 してきているようにみえる （物体は車両 1 に 3 0 k m / h の

速度で車両 1 の方向に向かって走行 している）移動物の検知点であり、時間

の経過により位置が変化する検知点である。

[0061 ] なお、移動物の検知点は車両 1 の方向に向かってくる対向車の検知点と、

車両 1 の走行方向と同じ方向に走行する先行車の検知点とに分けられるが、

車両 1 が移動物の検知点として検出した場合に、誤った制御を行なうことを

防止する観点から以下では、車両 1 の方向に向かってくる対向車の検知点に

ついて説明を行なうが、対向車の検知点に限定されず先行車の検知点につい

ても適用可能である。

[0062] このようにステップS 1 5 のペアリング正誤判定では、移動物の検知点

の位置がステップS 1 0 4 でピ一ク信号を分類 したマツプの複数の領域のう

ち分類された静止物データを構成するピーク信号の数が所定の閾値以上とな

る領域内に該当した場合は、移動物の検知点をピーク信号の組み合わせを誤

つたペアリングで検出された可能性のある検知点である特定検知点として導

出する。なお、この判定の詳細な説明は後に図 1 1 および図 1 2 の図面を用

いて詳細に説明する。

[0063] ステツプS 1 1 5 の処理の後、車両 1 がA C C _ 0 F F 状態か否かを導出

して （ステップS 1 1 6 ) 、車両 1 がA C C —0 F F 状態の場合 （ステップ

S 6 がY e s ) は、処理を終了する。また、車両 1 のA C C がO F F 状

態でない場合 （ステップS 6 が N o ) は、ステップS 0 の処理へ戻

り、走査による検知点の検出を行なう。

[0064] ステップS 1 0 に戻って、現在検知点のカウンタ値がデータ出力閾値以

上の場合は、次に検知点結合処理を行なう （ステップS 1 1 1 ) 。この検知

点結合処理は、 1 つの物体の 1 つの反射点である検知点を 1 または複数組み

合わせて 1 つの物体データとする処理である。具体的には乗用車、 トラック

、およびバイクなどの移動物ゃガ一 ドレールや鉄橋およびガ一 ドレールなど

の静止物の 1 つの物体からの 1 または複数の反射点に基づく検知点を 1 つの

物体データとして結合する処理である。



[0065] この物体データは車両制御部 3 に出力される （ステップS 1 1 2 ) 。出力

された物体データに基づき、車両制御部 3 はブレーキ4 0 の操作、スロット

ル 4 の操作、および警報器 4 2 の操作など各車両制御部を用いて車両 1 を

制御をする。

[0066] そ して、車両 1 がA C C —0 F F 状態の場合 （ステップS 1 3 がY e s

) は処理を終了し、車両 1 がA C C _ 0 N状態の場合 （ステツプS 1 1 3 が

N o ) は、ステップS 0 に戻って新たな物体検出処理を繰 り返 し行なう

[0067] またステップS 1 1 0 に戻って過去検知点のカウンタ値がデータ出力閾値

以上ではない場合 （ステップS 1 0 が N o ) は、カウンタ値がデータ出力

閾値未満の過去検知点のデータをメモリ1 1 b から削除 して （ステップS 1

1 4 ) 処理を終了する。

[0068] < 2 - 3 静止物 ピークマツプ生成処理>

次に、図4 のステップS 1 0 4 の静止物 ピークマップ生成の処理について

図 5 から図 8 を用いて詳細に説明する。先ず検出される物体について、図 6

を参照 しつつ検知点検出の具体例を示す。

[0069] なお、図 6 以降に示す X y 座標軸は車両 1 に対 して相対的に固定され、車

両 1 の横方向 （左右方向）が X 軸方向、縦方向 （進行方向）が y 軸方向に対

応する。

[0070] 図 6 では、道路C 1上で + y 方向を進行方向とする車両 1 に備えられたレ

—ダ装置 2 の走査範囲R E 内に、静止物 A 1 (鉄橋）、および静止物 A 2 (

ガ一 ドレール）を検出していることを示 している。そして、 レーダ装置 2 は

道路C 上で車両 1 の進行方向 （+ y 方向）に位置する静止物 A について

複数の検知点である検知点 1 0 1、検知点 1 0 2 、検知点 1 0 3 、および検

知点 1 0 4 を検出している。また、 レーダ装置 2 は静止物 A 2 を車両の左方

向 （_ x 方向）の道路 L 1上に検出しており、この静止物 A 2 については複

数の検知点である検知点 2 0 、検知点 2 0 2 、検知点 2 0 3 、検知点 2 0

4 、および検知点 2 0 5 を検出している。



[0071 ] なお、以下に説明するように、静止物 A については検知点 1 0 1 および

検知点 1 0 2 は本来、静止物の検知点であるが、ペア リングを誤 って移動物

の検知点 （車両 1 の方向に向かって進行する対向車の検知点で以下、 「対向

車の検知点」 ともいう） と して検出されている。静止物 A 1 の残 りの検知点

である検知点 1 0 3 および検知点 1 0 4 については静止物の検知点 と して検

出されている。

[0072] また、静止物 A については、検知点 2 0 および検知点 2 0 は静止物

の検知点であるが、ペア リングを誤 って対向車の検知点 と して検出されてい

る。静止物 A の残 りの検知点である検知点 2 0 3 、検知点 2 0 4 、 および

検知点 2 0 5 は静止物の検知点 と して検出されている。 このようなペア リン

グの誤 りは、 ピーク信号の複数のグループがそれぞれ近接 した位置に存在す

る場合に発生 しやすい。

[0073] 図 5 に示される静止物 ピークマ ップ生成処理では、 まず静止物 グループの

抽出を行い （ステ ップS 2 0 1 ) 、 アップ区間およびダウン区間のそれぞれ

に対応するピーク信号を検出する （ステ ップS 2 0 2 ) 。 このステ ップS 2

0 およびステ ップS 2 0 2 の処理 について図 7 を用いて説明する。図 7 は

ァップ区間とダウン区間の ピーク信号 グループを示す図である。走査範囲 R

E はアップ区間で検出された ピーク信号 グループを表 し、走査範囲 R E 2

はダウン区間で検出された ピーク信号 グループを表 している。そ して、静止

物 A を構成 している検知点 1 0 1 はその ピーク信号の信号強度 と角度の情

報か らピ一クグループ 1 0 1 U とピークグループ 1 0 1 D とがペア リングさ

れて静止物の検知点 と して検出されるはずが、複数の ピークグループ （以下

、単に 「グループ」 という）が近接 した位置に存在するため、誤 ってグルー

プ 1 0 1 U とグループ 1 0 2 D とがペア リングされる （P A 1 ) ことになつ

てお り、ペア リングされれば対向車の検知点 となる。

[0074] また、検知点 1 0 2 は検知点 1 0 1 と同様 にピーク信号の信号強度 と角度

の情報か らグループ 1 0 2 U とグループ 1 0 2 D とがペア リングされて静止

物の検知点 と して検出されるはずが、 グループ 1 0 2 U とグループ 1 0 1 D



とがペアリングされる （P A 2 ) ことになつており、ペアリングされれば対

向車の検知点となる。

[0075] なお、その他のグループ 1 0 3 U およびグループ 1 0 3 D と、グループ 1

0 4 U およびグループ 1 0 4 D とはそれぞれ適正にペアリングされることに

なっており、ペアリングされれば静止物の検知点となる。

[0076] 静止物 A 2 を構成 している検知点 2 0 はそのピーク信号の信号強度と角

度の情報からグループ2 0 U とグループ2 0 D とがペアリングされて静

止物の検知点として検出されるはずが、複数のグループが近接 した位置に存

在するため、誤ってグループ2 0 1 U とグループ2 0 2 D とがペアリングさ

れる （P A 3 ) ことになつており、ペアリングされれば対向車の検知点とな

る。

[0077] また、検知点 2 0 2 はそのピーク信号の信号強度と角度の情報からグルー

プ2 0 2 U とグループ2 0 2 D とがペアリングされて静止物の検知点として

検出されるはずが、複数のグループが近接 した位置に存在するため、誤って

グループ2 0 2 U とグループ2 0 1 D とがペアリングされる （P A 4 ) こと

になっており、ペアリングされれば対向車の検知点ととなる。

[0078] なお、その他のグループ2 0 3 U およびグループ2 0 3 D と、グループ2

0 4 U およびグループ2 0 4 D と、グループ2 0 5 U およびグループ2 0 5

D とはそれぞれ適正にペアリング BR>ゥれることになつており、ペアリング

されれば静止物の検知点となる。

[0079] したがって、図 5 のステップS 2 0 の静止物グループ抽出の処理では、

アップ区間のグループではグループ 1 0 3 U、 1 0 4 U、 2 0 3 U、 2 0 4

U、 2 0 5 U が抽出され、ダウン区間のグループではグループ 1 0 3 D、

0 4 D、 2 0 3 D、 2 0 4 D、 2 0 5 D とが抽出される。

[0080] そ して、アップ区間およびダウン区間のグループのそれぞれに対応するピ

—ク信号が検出される。ステツプS 2 0 2 以下の処理について図 8 を用いて

説明する。図 8 は、静止物の検知点を構成するピーク信号のマップM A への

適用図である。図 7 の処理で検出された静止物の検知点を構成するグループ



0 3 U および グループ 1 0 3 D と、 グループ 1 0 4 U および グループ 1 0

4 D と、 グループ 2 0 3 U および グループ 2 0 3 D と、 グループ 2 0 4 U お

よび グループ 2 0 4 りと、 グループ 2 0 5 U および グループ 2 0 5 D とのデ

—夕か ら、図 8 に示すグループ 1 0 3 M、 グループ 1 0 4 M、 グループ 2 0

3 M、 グループ 2 0 4 M、 グループ 2 0 5 M、 および グループ 2 0 6 M の各

グループの ピ一ク信号 を検 出する。

[0081 ] ここで、た とえばグループ 1 0 3 M はグループ 1 0 3 U および グループ 1

0 3 D に基づいて抽出されたグループである。 グループ 1 0 3 U を構成 して

いる ピーク信号 とグループ 1 0 3 D を構成 している ピーク信号の うち ピーク

信号強度 と角度の情報か ら、 アップ区間 とダウン区間のそれぞれに対応する

ピーク信号が存在する ピーク信号のみを抽出 して、 グループ 1 0 3 M を抽出

する。つまり、 グループ 1 0 3 U の ピーク信号は 3 本で、 グループ 1 0 3 D

の ピ一ク信号は 3 本であることか ら、 それぞれの ピ一ク信号の信号強度 およ

び角度の情報 に基づいて対応する ピーク信号 を抽出 した結果、 グループ 1 0

3 M は ピ一ク信号が 3 本で構成 されるグループとなる。

[0082] また、別のグループのグループ 1 0 4 M はグループ 1 0 4 U および グルー

プ 1 0 4 D に基づいて抽出されたグループである。 グループ 1 0 4 U を構成

している ピーク信号 とグループ 1 0 4 D を構成 している ピーク信号の うち ピ

—ク信号強度 と角度の情報か ら、 アップ区間 とダウン区間のそれぞれに対応

する ピーク信号が存在する ピーク信号のみを抽出 して、 グループ 1 0 4 M を

構成する。つまり、 グループ 1 0 4 U の ピーク信号は 3 本で、 グループ 1 0

4 D の ピーク信号は 4 本であるが、 それぞれの ピーク信号の信号強度 および

角度の情報 に基づいて対応する ピーク信号 を抽出 した結果、 グループ 1 0 4

M は ピ一ク信号が 3 本で構成 されるグループとなる。 このように静止物の検

知点を構成するアツプ区間およびダウン区間のグループのぞれぞれに対応す

る ピーク信号 を検 出する。 その結果、他のグループであるグループ 2 0 3 M

は信号数が 4 本、 グループ 2 0 4 M は信号数が 4 本、 グループ 2 0 5 M は信

号数が 4 本、 および グループ 2 0 6 M は信号数が 4 本 となる。



[0083] 図 5 のフローチヤ一 卜に戻り静止物 ピ一クマツプ生成処理の説明を続ける

。ステップS 2 0 2 の処理の後、全グループのピーク信号の検出が完了して

いるか否かを判定する （ステップS 2 0 3 ) 。全グループのピーク信号の検

出が完了していれば （ステップS 2 0 3 がY e s ) ステップS 2 0 4 に進み

、全グループのピーク信号の検出が完了していなければ （ステップS 2 0 3

が N o ) 、ステップS 2 0 2 の処理を繰 り返 し行なう。本実施形態では、グ

ループ 1 0 3 U およびグループ 1 0 3 D と、グループ 1 0 4 U およびグルー

プ 1 0 4 D と、グループ2 0 3 U およびグループ2 0 3 D と、グループ2 0

4 U およびグループ2 0 4 D と、グループ2 0 5 U およびグループ2 0 5 D

とのデータの全てのグループのピ一ク信号の検出が完了しているか否かを判

定 して、それぞれの処理へ進む。

[0084] そ して、図 5 の処理では、以下に説明するマップM A に対応 して、数 2 を

用いてピーク信号の周波数を算出する （ステップS 2 0 4 ) 。

[0085] [数2]

f (4 · ∆ f - mXG) + V ( f0 /C)

また、数 3 、および数 4 を用いてピーク信号の横位置を算出する （ステツ

プS 2 0 5 ) 。横位置は車両 1 の左右方向の距離である。なお横位置につい

ては、以下に詳述する。

[0086] [数3]

[0087] [数4]

S= R x / 18

算出された周波数と横位置の情報に基づいてピーク信号をマップM A の該

当区間に分類する （ステップS 2 0 6 ) 。そして、全ピーク信号のマップM

A への分類がなされたか否かを判定 し （ステップS 2 0 7 ) 、全ピーク信号

のマツプM A への分類が完了した場合 （ステツプS 2 0 7 がY e s ) は処理

を終了する。なお、全ピーク信号のマップへの分類が完了していない場合 （



ステ ップS 2 0 7 が N o ) は、ステ ップS 2 0 4 へ戻 って、 ピーク信号のマ

ップへの分類処理 を繰 り返 し行なう。

[0088] 上記の ピーク信号のマ ップM A への分類処理 を図 8 を用いて具体的に説明

する。図 8 に示すマ ップM A は、車両 1 の周辺領域 に相当するもので複数の

領域 に分類 されている。 このマ ップM A は縦軸 と横軸の二方向で形成 されて

お り、マ ップM A の縦軸 （y 軸方向）は周波数 を示 している。車両 1 の レ一

ダ装置 2 が備え られた位置付近が 0 k H z となってお り、車両 1 の進行方向

( + y 方向）に進むに したがって周波数が増加 してお り、 2 0 k H z ごとに

区分されている。なお、周波数は縦方向 （y 軸方向）の距離 に相当する。

[0089] また、マ ップM A の横軸 （X 軸方向）は横方向の距離 を示 し、車両 1 の位

置が原点 とな り、その左右方向 （X 軸方向）を車両 1 の位置を基準 と した検

知点の位置を横位置 と して規定 している。そ して、マ ップM A はこのような

縦横の区分により複数の領域 に分類 されてお り、 これにより領域 ごとに移動

物のデータを構成する検知点のペア リング処理の正誤を確認できる。

[0090] そ して、上記図 5 のステ ップS 2 0 3 で検出された静止物の検知点を構成

するピーク信号をその周波数 と横位置に応 じてマ ップM A の該当区分に分類

する。車両 1 と同 じ道路 C 1 上に位置するグループ 1 0 3 およびグループ 1

0 4 の各 ピ一ク信号は、その周波数 と横位置か らマ ツプM A の縦軸は周波数

の区間 9 ( 1 6 0 k H z か ら 1 8 0 k H z ) に該当 し、横軸は車両 1 の道路

C 1 と対応する位置および幅を有する区間C 2 ( - . 8 か ら+ 1 . 8 m

) に該当する。 したがって、 グループ 1 0 3 およびグループ 1 0 4 の ピーク

信号はマ ップM A の領域 M A に該当 し、 この領域 M A の ピーク信号の本

数の合計は 6 本 となる。

[0091 ] 次 に、車両 1 の左方向 （_ x 方向）の道路 L 1 上に位置するグループ 2 0

3 、 グループ 2 0 4 、 グループ 2 0 5 、 およびグループ 2 0 6 の各 ピ一ク信

号は、その周波数 と横位置か らマ ップM A の縦軸は周波数の区間 5 に （8 0

k H z か ら 1 0 0 k H z ) に該当 し、横軸は車両 1 左方向 （_ x 方向）の道

路 L 1 に対応する位置および幅を有する区間 L 2 ( - . 8 m か ら— 5 . 4



m) に該当する。 したがって、グループ2 0 3 、グループ2 0 4 、グループ

2 0 5 、およびグループ2 0 6 の各ピーク信号はマツプM A の領域M A 2 に

該当し、この領域M A 2 のピーク信号の本数の合計は 1 6 本となる。このよ

うに分類されたピーク信号のマップM A のデータは信号処理部 1 1 のメモリ

1 b に保存される。

< 2 - 4 . 連続性判定処理>

次に、図4 に示 したステップS 1 0 6 の連続性判定処理について、図 9 を

用いて詳細に説明する。この処理においては、直近の物体検出処理により検

出された現在検知点と過去に検出された過去検知点との連続性を判定 し、連

続性がある検知点はカウンタ値を加算 し、連続性のなぃ検知点はカウンタ値

を減算する。

[0092] 物体検出処理により検出された現在検知点と過去検知点との連続性が 0 回

の場合 （ステツプS 3 0 1 がY e s ) 、つまり直近の物体検出処理で初めて

検出された検知点の場合は処理を終了し、カウンタ 1 0 1 a による過去検知

点に対するカウンタ値の加減算は行わない。なお、図 9 の処理が終了した後

に図4 に示 したステップS 1 0 7 の処理で検知点のデータとカウンタ値 （こ

の場合はカウンタ値 0 ) をメモリ1 1 b に記録する。以下、図 9 の各処理で

もカウンタ値の増減に伴い検知点のデータとカウンタ値をメモリ1 1 b に記

録する。

[0093] 図 9 に戻って、連続性判定処理の説明を続ける。検知点の連続性が 0 回で

はない場合 （ステップS 3 0 1 が N o ) で、現在検知点と過去検知点との連

続性が 1 回の場合 （ステツプS 3 0 2 がY e s ) は、カウンタ 1 0 1 a によ

り過去検知点のカウンタ値に 5 の値を加算 して （ステップS 3 0 3 ) 処理を

終了する。

[0094] 検知点の検出の連続性が 1 回ではない場合 （ステツプS 3 0 2 が N o ) は

、現在検知点と過去検知点との検出の連続性が 2 回であるか否かを導出し （

ステップS 3 0 4 ) 、検知点の検出の連続性が 2 回の場合 （ステツプS 3 0

4 がY e s ) は、カウンタ 1 0 1 a により検知点のカウンタ値に 5 の値を加



算 して （ステップS 3 0 5 ) 処理を終了する。

[0095] なお、後に図 1 0 を用いて説明するように、カウンタ値が 1 0 の位置をデ

—タ出力閾値 A 1 (以下、 「閾値 A 1 」ともいう）とし、過去検知点のカウ

ンタに値を加算 した現在検知点のカウンタの値が閾値 A の値である 1 0 以

上となると、信号処理部 1 1 は閾値 A を以上のカウンタ値の検知点で構成

される物体データが車両制御部 3 に出力する。

[0096] 現在検知点と過去検知点との検出の連続性が 2 回ではない場合 （ステップ

S 3 0 4 が N o ) は、検知点の検出の連続性が 3 回であるか否かを導出し （

ステップS 3 0 6 ) 、連続性が 3 回の場合 （ステツプS 3 0 6 がY e s ) は

、カウンタ 1 0 1 a により過去検知点のカウンタ値に2 の値を加算 して （ス

テツプS 3 0 7 ) 処理を終了する。

[0097] 検知点の検出の連続性が 3 回ではない場合 （ステツプS 3 0 6 が N o ) 、

前回検出した検知点を今回の走査で検出しているか否かを導出する （ステツ

プS 3 0 8 ) 。前回検出した検知点を今回の走査で検出している場合 （ステ

ップS 3 0 8 がY e s ) は、過去検知点のカウンタ値に2 の値を加算する （

ステップS 3 0 9 ) 。なお、過去検知点にカウンタの値を加算 した結果の値

については、所定の上限値が設けられており、例えばカウンタ値が 1 4 を超

えるとそれ以上カウンタの値は上昇 しない。

[0098] 前回の走査で検出した検知点が今回の走査で検出されていない場合 （ステ

ップS 3 0 8 が N o ) 、つまり過去検知点と連続性のある現在検知点が存在

しない場合は、連続性が確認できない過去検知点をメモリ1 1 b から読み出

して （ステップS 3 0 ) 、検知点が静止物を対象としたものか移動物を対

象としたものかなどの検知点の種類に応 じてカウンタ値を減算する。

[0099] 連続性が確認できない検知点のカウンタ値が 1 回以上閾値 A 以上となつ

た過去検知点 （1度でもカウンタの値が 1 0 以上となった過去検知点）の場

合 （ステップS 3 1 がY e s ) は、外揷処理を行なう。

[01 00] ここで、外揷処理とは過去検知点のカウンタ値が 1 回以上閾値 A 以上と

なった過去検知点の連続性が確認できない場合に、所定の位置に検知点が存



在するもの と して過去検知点のデータを更新 し、 カウンタ値 は減算する処理

であ り、更新 された検知点 （現在検知点）のデータと減算 されたカウンタ値

がメモ リ 1 1 b に記録 される。

[01 0 1 ] そ して、 カウンタ値が 1 回以上閾値 A 1 以上 とな つた過去検知点における

外揷処理 は、 その処理回数が 1 回の場合 に減算 されたカウンタ値 によ りす ぐ

にメモ リ 1 1 b か ら対象の過去検知点のデータを削除することはな く、複数

回の外揷処理 に伴 うカウンタ値の減算 によ り過去検知点の力ゥンタの値が閾

値 A よ りも値が低 いデータ削除閾値 B (以下、 「閾値 B 」 ともいう）

を下回 った場合 にメモ リ 1 1 b か ら対象の過去検知点のデータを削除する。

これによ り、存在の可能性が高い過去検知点の連続性が確認で きない場合で

もす ぐにはメモ リ 1 1 b か ら削除せずに、複数回の物体検 出処理の中でその

存在可能性 を判断で きる。

[01 02] 図 9 に戻 り、連続性判定処理の説明を続 ける。 ステ ップ S 3 1 1 で検知点

がカウンタ値が 1 回以上閾値 A 以上 とな った検知点ではない場合 （ステ ツ

プ S 3 1 が N o ) は、対象の過去データをメモ リ 1 1 b か ら削除 して （ス

テ ツプ S 3 1 2 ) 処理 を終 了する。 これによ り、存在の可能性の低 い過去検

知点は早期 にメモ リ 1 1 b か ら削除 して、他の存在可能性の高い過去検知点

を優先的に記録することがで きる。

[01 03] 次 にステ ツプ S 3 1 が Y e s の場合の後の処理 は、各検知点の種類 に応

じてカウンタ値 を減算する処理 を行な う。 メモ リ 1 1 b か ら読み出 した検知

点が静止物の検知点の場合 （ステ ップ S 3 3 が Y e s ) は、対象の過去検

知点のカウンタ値 を 2 減算 して （ステ ップ S 3 4 ) 処理 を終 了する。

[01 04] 検知点が静止物でない場合 （ステ ップ S 3 3 が N o ) は、検知点が対向

車か否かを判定する （ステ ップ S 3 1 5 ) 。検知点が対向車か否かは過去の

検知点データと比較 して車両 1 に接近 しているか否かを判定する。 そ して、

検知点が対向車の場合 （ステ ップ S 3 5 が Y e s ) 、 その検知点が ミスべ

ァ リングの可能性のある特定検知点の場合 （ステ ツプ S 3 1 7 が Y e s ；) 、

正常にペ ア リングが行われた一般検知点の減算値 よ りも大 きい減算値 となる



カウンタ値 を 3 減算 して （ステ ップ S 3 8 ) 処理 を終 了する。

[01 05] なお、対向車の検知点が特定検知点ではない一般検知点の場合 （ステ ップ

S 3 7 が N o ) は、特定検知点よ りも減算値の少ないカウンタ値 を 2 減算

して （ステ ップ S 3 9 ) 処理 を終 了する。

[01 06] なお、検知点が対向車ではない場合 （ステ ップ S 3 5 が N o ) 、つまり

検知点が先行車の場合は、 カウンタ値 を 2 減算 して （ステ ップ S 3 6 ) 処

理 を終 了する。

[01 07] なお、 これ らのカウンタの値の加算および減算の値や、閾値 A 1 および閾

値 B 1 の値 は一例であ り、他の値 に変更 してもよいが、特定検知点のカウン

タ値の減算値 は他の検知点の減算値 よ りも大 きい値であ り、閾値 A の値 は

閾値 B の値 よ りも大 きい値 となる。

[01 08] 図 1 0 は、上記の連続性判定処理 における検知点のカウンタ値の推移 を示

す図である。縦軸 はカウンタ値 とな ってお り、上限の値が 1 4 とな っている

。 また、横軸 は 1 目盛 りが物体検 出処理の 1 サイクルの時間に対応 した時間

とな っている。なお、本実施の形態では 1 サイクル を 1 5 0 m s と している

[01 09] 図 1 0 の T 1 の物体検 出処理では物体検 出処理 によ り検知点 R が検 出さ

れてお り、信号処理部 1 1 はメモ リ 1 1 b に検知点 R のデータと検知点 R

1 のカウンタ値 0 を記録する処理 を行な う。 そ して、次の T 2 の物体検 出処

理では直近の 1 5 0 m s ( 1 サイクル前）の物体検 出処理で検 出された検知

点 R を過去検知点 と した場合 に連続性のある現在検知点 R 2 が検 出されて

いる。 この現在検知点 R の検 出によ り過去検知点 R 1 のカウンタ値が 5 加

算 され、検知点 R 2 のデータとカウンタ値が 0 か ら 5 に更新 され、 メモ リ 1

b に記録 される。

[01 10 ] T 3 の物体検 出処理では、検知点 R 2 を過去検知点 と した場合 に連続性 を

有する現在検知点は存在せず、新たに検 出された検知点 S が存在 している

。 そのため、信号処理部 1 1 はメモ リ 1 1 b の過去検知点 R 2 のデータと力

ゥンタ値 をメモ リ 1 1 b か ら削除 し、新規 に検 出された検知点 S のデータ



とカウンタ値 0 を記録する。

[01 11] 次 に、 T 4 の物体検 出処理では、検知点 S 1 を過去検知点 と した場合 に連

続性 を有する現在検知点 S 2 が検 出されている。 そのため、信号処理部 1 1

は過去検知点 S のカウンタの値 0 に 5 を加算 して、現在検知点 S 2 のデ一

夕とカウンタ値 5 をメモ リ 1 1 b に記録する。

[01 12] T 5 の物体検 出処理では、検知点 S 2 を過去検知点 と した場合 に連続性 を

有する現在検知点 S 3 が検 出されている。 そのため信号処理部 1 1 は、過去

検知点 S 2 のカウンタ値 5 に 5 の値 を加算 して、現在検知点 S 3 のデータと

カウンタ値 1 0 をメモ リ 1 1 b に記録する。なお、現在検知点 S 3 のカウン

タ値 は車両制御部 3 に検知点の情報 を用いて構成 される物体データを出力す

る閾値 A 1 以上 とな っているため、現在検知点 S 3 は物体デ一タを構成する

要素 とな り、車両制御部 3 へ 出力される。

[01 13] T 6 および T 7 の物体検 出処理では過去検知点 S 3 が継続 して検 出されて

いるため、 T 6 では現在検知点が S 4 とな り、検知点 S 4 のデータとカウン

タ値 1 0 に 2 を加算 したカウンタ値 1 2 がメモ リ 1 1 b に記録 される。 また

、 T 7 では過去検知点 S 4 に対 して検知点 S 5 が現在検知点 とな り、検知点

S 5 のデータとカウンタの値 1 2 に 2 を加算 したカウンタ値 1 4 がメモ リ 1

b に記録 される。

[01 14] 検知点 S 5 のカウンタ値 は上限のカウンタ値 1 4 のため、次の物体検 出処

理である T 8 の物体検 出処理では、過去検知点を S 5 とする現在検知点 S 6

に連続性がある場合でも、 カウンタ値 は 1 4 と して検知点 S 6 のデータをメ

モ リ 1 1 b に記録する。

[01 15] 次 に、過去検知点を S 6 と した場合 に現在検知点 との連続性が確認で きな

いときに、所定の位置 に検知点が存在するもの と して仮定的に過去検知点の

データを更新する外揷処理 を行い、現在検知点 と してメモ リ 1 1 b に記憶 し

て検知点のデータの連続性 を保つ。

[01 16] そ して、 これ まで説明 した検知点 S 1 か らS 6 まで連続性 を有する検知点

が後述するペ ア リング正誤判定処理 において、 ピーク信号の組み合わせを誤



つたペ ア リングで検 出された可能性のある特定検知点の場合 を S A 7 以降の

検知点 と し、 ピーク信号の組み合わせが正 しい組み合わせでペ ア リングされ

た可能性のある一般検知点の場合 を S B 7 以降の検知点 と して、 この後の各

検知点の推移 を説明する。

[01 17] T 8 での過去検知点 S 6 がー般検知点の場合 に、次の物体検 出処理の T 9

で現在検知点 との連続性が確認で きないときは、仮想的に現在検知点 S B 7

を導 出する。 このように外揷処理 によ り仮想的に導 出された現在検知点 S B

7 のカウンタ値 は元のカウンタ値か ら 2 減算 され、 メモ リ 1 1 b には現在検

知点 S B 7 のデータとカウンタ値 1 4 か ら 2 を減算 したカウンタ値 1 2 が記

録 される。

[01 18] その後、検知点 S B 7 を過去検知点 と した T 1 0 の S B 8 以降の複数回の

外揷処理の結果、 1 回の外揷処理 ごとに検知点のカウンタ値 を 2 ずつ減算 し

て、検知点のデータとともにカウンタ値 をメモ リ 1 1 b に記録する。 そ して

、 T 3 における過去検知点を S B 0 とする検知点 S B のデータと力

ゥンタ値 4 がメモ リ 1 1 b に記録 される。 そ して、検知点 S B 1 1 はメモ リ

1 b か ら検知点データを削除する閾値であるデータ削除閾値 B 1 を下回 つ

ている。 そのため、 丁 1 ~ 丁 1 3 までメモ リ 1 1 b に記録 を更新 して きた S

B 1 のデータをメモ リ 1 1 b か ら削除する。

[01 19] 次 に、 T 8 の物体検 出処理の説明に戻 り検知点 S 6 が特定検知点の場合は

、特定検知点 S 6 を過去検知点 と して仮想的に導 出された現在検知点 S A 7

では、検知点 S A 7 のデータと特定検知点 S 6 のカウンタ値 1 4 か ら3 の値

を減算 したカウンタ値 1 1 をメモ リ 1 1 b に記録する。

[01 20] その後、特定検知点 S A 7 を過去検知点 と した T 1 0 における仮想的な現

在検知点 S A 8 のデータとカウンタ値 8 がメモ リ 1 1 b に記録 される。次 に

、特定検知点 S A 8 を過去検知点 と した T 1 の仮想的な現在検知点 S A 9

のデータとカウンタ値 5 がメモ リ 1 1 b に記録 される。

[01 2 1 ] メモ リ 1 1 b に記録 された検知点 S A 9 はデータ削除閾値 B 1 を下回 って

いることか ら、検知点 S A 9 のデータは、 T 1 1 の走査でメモ リ 1 1 b か ら



削除される。つまり、一般検知点を外揷処理する場合の減算値 よ りも特定検

知点を外揷処理する場合の減算値が大 きい値であることか らピーク信号の組

み合わせを誤 ったペ ア リングで検 出された可能性のある特定検知点を他の検

知点よ りも早 くメモ リ 1 1 b か ら削除することで不適切な車両制御 を防止で

きる。具体的には図 1 0 に示すように特定検知点は T 1 でメモ リ 1 1 b か

ら削除され、一般検知点は T 1 3 でメモ リ 1 1 b か ら削除される。つまり、

特定検知点は一般検知点よ りも 3 0 0 m s ( 2 サイクルの物体検知処理早 く

メモ リ 1 1 b か ら削除される。

[01 22] また、閾値 A を 1 回以上超 えた S 6 を特定検知点 と した場合 に、特定検

知点 S 6 の連続性が確認で きない場合 に、特定検知点のデータが閾値 B を

下回るまでメモ リ 1 1 b か ら特定検知点のデータを削除せずに、外揷処理 を

行 っている。つまり、特定検知点のカウンタ値が閾値 B 1 を下回るまでの減

算回数が複数回 （図 1 0 では、 S 6 のカウンタ値 1 4 か ら3 を減算 した S A

7 のカウンタ値 1 2 、 S A 7 のカウンタ値 1 2 か ら3 を減算 した S A 8 の力

ゥンタ値 8 、 および S A 8 のカウンタ値 8 か ら3 を減算 した S A 9 のカウン

タ値 5 の合計 3 回） となるようにカウンタ値 を減算 して、閾値 B 1 を下回 つ

たカウンタ値の特定検知点を削除する。

[01 23] これ によ り、特定検知点が閾値 A 以上 とな り車両制御部 3 へ 出力された

場合は、 ピーク信号の組み合わせを誤 ったペ ア リングで検 出された可能性が

あ っても、す ぐにはメモ リ 1 1 b か ら特定検知点のデータを削除せず、 ピ一

ク信号の組み合わせが誤 りか否かを複数回の処理 をとお して判定することで

、特定検知点のペ ア リングの正誤 を判定で きる。

[01 24] < 2 - 5 . ペ ア リング正誤判定処理 >

次 に、図 4 のステ ップ S 1 5 に示すペ ア リング正誤判定処理 について、

図 1 1 および図 1 2 を用いて詳細 に説明する。図 1 1 はペ ア リング正誤判定

処理のフローチヤ一 卜である。

[01 25] 図 4 のステ ップ S 0 5 のペ ア リング処理 によ り検 出された検知点が連続

して 3 回以上検 出されてお らず （ステ ップ S 1 0 8 が N o ) 、移動物の検知



点である場合 （ステ ップ S 1 0 9 が Y e s ) に このペ ア リング正誤判定処理

が実行 され、車両 1 の方向に所定速度以上 （た とえば 1 O k m / h 以上）で

近づいて きている対向車の検知点か否かを判定する （ステ ップ S 3 0 1 ) 。

[01 26] 車両 1 の方向に所定速度以上で近づいて きている対向車の検知点が有 る場

合 （ステ ップ S 4 0 1 が Y e s ) は、 ステ ップ S 4 0 2 の処理へ進む。 また

、車両 1 の方向に所定速度以上で近づいて きている対向車の検知点が無い場

合 （ステ ップ S 4 0 1 が N o ) は、処理 を終 了する。

[01 27] ステ ップ S 4 0 1 が Y e s の場合、対向車の検知点の周波数 を算出する （

ステ ップ S 4 0 2 ) 。 そ して、対向車の検知点の横位置 を算出する （ステ ツ

プ S 4 0 3 ) 。周波数の算出は上記の 「数 2 」 を用いて行い、横位置の算出

は上記の 「数 3 」および 「数 4 」 を用いて行な う。

[01 28] 次 に、 ステ ップ S 4 0 2 とステ ップ S 4 0 3 とで算出 した検知点の周波数

および横位置のデ一タを用いて、対向車の検知点のマ ツプM A の該当領域 を

算出する （ステ ップ S 4 0 4 ) 。

[01 29] 対 向車の検知点のマ ップM A の位置が、マ ップの複数の領域の うちの分類

された静止物の検知点を構成する ピーク信号が所定の閾値以上 となる領域 内

に該当 した場合 （ステ ツプ S 4 0 5 が Y e s ) は、特定検知点 と して判定 し

てフラグをオ ンする （ステ ップ S 4 0 6 ) 。 この特定検知点 と して判定され

た対向車の検知点は、ペ ア リング処理の対象 を誤 った可能性の高い検知点 と

な り、特定検知点 とされた ことは、車両制御部 3 の各車両制御部 を制御する

際の判定条件の 1 つ となる。

[01 30] これ によ り、検知点のペ ア リング処理の正誤 を確認で きる。 また、新規 に

検 出された検知点および前回初めて検 出されて今回も検 出された検知点に対

してペ ア リングの正誤判定を行な うことで、早期 にペ ア リング処理の正誤 を

確認で きる。

[01 3 1 ] なお、 ステ ップ S 4 0 5 において、対向車の検知点のマ ップM A の位置が

、マ ツプの複数の領域の うちの分類 された静止物の検知点を構成する ピーク

信号が所定の閾値以上 となる領域 内に該当 しない場合 （ステ ップ S 4 0 5 が



N o ) または、特定検知点のカウン 卜アツプが行われた （ステ ツプ 4 0 6

) 後、全ての対向車の検知点の該当領域の分類が行われたか否かを判定する

(ステ ツプ S 4 0 7 ) 。

[01 32] 全 ての対向車の検知点の該当領域の分類が行われた場合 （ステ ップ S 4 0

7 が Y e s ) は処理 を終 了する。 また、全ての対向車の検知点の該当領域の

分類が行われていない場合 （ステ ップ S 4 0 7 が N o ) は、 ステ ップ S 4 0

2 の処理 に戻る。

[01 33] 図 1 1 の処理 を図 1 2 を用いて具体的に説明する。マ ップM A は上記の図

5 および図 8 を用いて説明 したように、静止物の検知点を構成する ピーク信

号 を分類 したマ ップであ り、周波数の区間 9 、横位置の区間 C 2 の領域 M A

にグループ 1 0 3 M および グループ 1 0 4 M の ピ一ク信号が合計 6 本分類

され、周波数の区間 5 、横位置の区間 L 2 の領域 M 2 にグループ 2 0 3 M、

グループ 2 0 4 M、 グループ 2 0 5 M、 および グループ 2 0 6 M の ピーク信

号が合計 1 6 本分類 されている。

[01 34] そ して領域 M A 1 は横位置の区間が C 2 であ り、 この区間 C 2 は ピーク信

号の閾値が 4 本で設定されている。 また、領域 M A 2 は横位置の区間が L 2

であ り、 この区間 L 2 は ピーク信号の閾値が 1 5 本で設定されている。なお

、横位置の区間 R 2 についても ピーク信号の閾値が 1 5 本で設定されている

。 このように左右方向 （X 軸方向）の各区間に設定されている閾値 は、マ ツ

プM A の複数の領域の うち左右方向に関 して車両 1 と一致する領域であるC

2 の各領域 よ りも、車両 1 と異なる領域である L 2 または R 2 の領域のほう

が高 く設定されている。つまり、通常静止物の存在の確率の低 い自車線の領

域では静止物の検知点を構成する ピーク信号の閾値 を低 く設定 し、 自車線以

外の他の車線の領域では静止物の存在確率 は自車線 よ りも高 く、 また車両 1

へ向か って進行 して くる対向車の存在確率 も高いことを考慮 して、静止物の

検知点を構成する ピーク信号の閾値 を高 く設定 している。

[01 35] このように静止物の検知点を構成する ピーク信号が分類 され、 それぞれの

領域 に閾値が設定されている状態で、移動物の検知点の周波数 と横位置の情



報に基づいて、移動物の各検知点マップM A の各領域に分類する。図 1 2 で

は対向車の検知点として検出された検知点 1 0 1、および検知点 1 0 2 が領

域M A に分類され、同 じく対向車の検知点として検出された検知点 2 0

、および検知点 2 0 2 が領域M A に分類されている。

[01 36] そ して、領域M A 1 のピーク信号の閾値は4 本であるところ、領域M A 1

の静止物の検知点を構成するピーク信号の本数は 6 本であるため、領域M A

に分類された対向車の検知点 1 0 1 および対向車の検知点 1 0 2 は、それ

ぞれ特定検知点の力ゥンタがアップされる。

[01 37] また、領域M A 2 のピーク信号の閾値は 1 5 本であるところ、領域M A 2

の静止物の検知点を構成するピーク信号の本数は 1 6 本であるため、領域M

A に分類された対向車の検知点 2 0 および対向車の検知点 2 0 2 は、そ

れぞれ特定検知点のカウンタがアップされる。これにより、自車両と一致す

る領域 （たとえば自車線の領域）と、自車両と異なる領域 （たとえば自車線

以外の他の車線ゃ自車線から外れた領域）の両方で移動物を構成する検知点

のペアリング処理の正誤を確認できる。

[ 0 138] また、自車両と異なる領域の閾値が自車両の領域の閾値と比べて高いこと

から、本来対向車が存在する可能性の高い自車両と異なる領域において、対

向車の検知点をペアリングを誤った対象とする可能性はない。さらに、自車

両と異なる領域ではガー ドレールなどの静止物の検知点が存在する可能性が

高いことから、閾値を高く設定 していても静止物の検知点が存在する場合は

、静止物の検知点を構成するピーク信号の数は閾値を上回る。

[01 39] なお、周波数の区間 1 (周波数 0 k H z から2 0 k H z ) は車両 1 と検出

対象の静止物との距離が近いことから、区間 L 2 および区間R 2 に位置する

静止物の検知点を構成するピ一ク信号が区間C 2 に入り込んできたり、ノィ

ズの影響を受けやすいことから、これらの区間で構成される車両 1 からの近

傍領域は本実施形態の処理では使用 しないこととしている。

[0140] 本出願は、 2 0 1 0 年 6 月 3 0 曰に提出された日本特許出願 2 0 1 0 — 1

4 8 8 0 6 に基づくものであり、その内容ここに参照として取り込まれる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 所定周期で周波数が変わる送信信号 と、該送信信号 に基づ く送信波

の物体での反射波 を受信 した受信信号 との差分周波数 を示す ピーク信

号 を前記送信信号の周波数が上昇する第 1 期間 と周波数が下降する第

2 期間の各 々について取得 し、前記第 1 期間で取得 された前記 ピーク

信号および前記第 2 期間で取得 された前記 ピーク信号 をペ ア リングす

ることで前記 ピーク信号 に係 る物体の反射点である検知点を検 出する

物体検 出処理 を行な う信号処理装置であ つて、

過去の前記物体検 出処理 において検 出された前記検知点である過去

検知点を示すデータと、前記過去検知点についての存在の可能性 を示

すカウンタ値 とを記憶する記憶手段 と、

前記過去検知点が、直近の前記物体検 出処理 において検 出された前

記検知点である現在検知点 との連続性 を有 しているかの判定を行な う

判定手段 と、

前記判定手段 によ り前記現在検知点 との連続性 を有 していないと判

定された前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値 を減算する減算手段 と

前記 カウンタ値が第 1 の閾値 を下回 った場合 に、該 カウンタ値 に係

る前記過去検知点を示すデータを前記記憶手段か ら削除する削除手段

と、

前記第 1 期間で取得 された前記 ピーク信号 と前記第 2 期間で取得 さ

れた前記 ピーク信号 を誤 ってペ ア リング して検 出された可能性のある

前記検知点を特定検知点 と して特定する特定手段 とを備 え、

前記減算手段 は、前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値か ら第 1 の

値 を減算 し、前記特定検知点に係 る前記 カウンタ値か ら前記第 1 の値

と異なる第 2 の値 を減算する

ことを特徴 とする信号処理装置。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の信号処理装置 において、



前記第 2 の値 は、前記第 1 の値 よ りも大 きい値 とする

ことを特徴 とする信号処理装置。

[ 請求項3] 請求項 1 または 2 に記載の信号処理装置 において、

前記判定手段 によ り前記現在検知点 との連続性 を有すると判定され

た前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値 を加算する加算手段 と、

前記加算手段 によ り加算 された前記 カウンタ値が前記第 1 の閾値 よ

りも値の大 きい第 2 の閾値以上の場合 に、 当該 カウンタ値 に係 る前記

検知点の情報 を含む と共 に車両が備 える装置 を制御するために用い ら

れる物体データを出力する出力手段 とをさ らに備 え、

前記減算手段 は、前記 カウンタ値が前記第 2 の閾値以上 とな つた前

記特定検知点が前記現在検知点 との連続性 を有 していないと前記判定

手段 によ り判定された場合 に、前記特定検知点に係 る前記 カウンタ値

が前記第 1 の閾値 を下回るまで複数回にわた って当該 カウンタ値 を減

算することを特徴 とする信号処理装置。

[ 請求項4] 請求項 1 乃至 3 のいずれか 1 項 に記載の信号処理装置 と、

前記送信波 を出力する送信手段 と、

前記反射波 を受信する受信手段 と、

を備 えることを特徴 とする レーダ装置。

[ 請求項 5] 車両 に搭載 される請求項 4 に記載の レーダ装置 と、

前記車両が備 える装置 を制御する車両制御装置 と、

を備 えることを特徴 とする車両制御 システム。

[ 請求項 6] 所定周期で周波数が変わる送信信号 と、該送信信号 に基づ く送信波

の物体での反射波 を受信 した受信信号 との差分周波数 を示す ピーク信

号 を前記送信信号の周波数が上昇する第 1 期 間 と周波数が下降する第

2 期 間の各 々について取得 し、前記第 1 期 間で取得 された前記 ピーク

信号および前記第 2 期 間で取得 された前記 ピーク信号 をペ ア リングす

ることで前記 ピーク信号 に係 る物体の反射点である検知点を検 出する

物体検 出処理 を行な う信号処理方法であ って、



過去の前記物体検 出処理 において検 出された前記検知点である過去

検知点を示すデータと、前記過去検知点についての存在の可能性 を示

すカウンタ値 とを記憶手段 に記憶 し、

前記過去検知点が、直近の前記物体検 出処理 において検 出された前

記検知点である現在検知点 との連続性 を有 しているかの判定を行ない

前記判定によ り前記現在検知点 との連続性 を有 していないと判定さ

れた前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値 を減算 し、

前記 カウンタ値が第 1 の閾値 を下回 った場合 に、該 カウンタ値 に係

る前記過去検知点を示すデータを前記記憶手段か ら削除 し、

前記第 1 期間で取得 された前記 ピーク信号 と前記第 2 期間で取得 さ

れた前記 ピーク信号 を誤 ってペ ア リング して検 出された可能性のある

前記検知点を特定検知点 と して特定 し、

前記過去検知点に係 る前記 カウンタ値か らは第 1 の値が減算 され、

前記特定検知点に係 る前記 カウンタ値か らは前記第 1 の値 と異なる第

2 の値が減算 される

ことを特徴 とする信号処理方法。
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